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メンタルヘルス対策
支援専門員派遣事業のご案内
　大規模災害等の発生により職員の惨事ストレス
の発生が危惧される地方公共団体等に臨床心理士
等の専門家を派遣し、メンタルヘルス対策を支援
しています。専門家派遣に要する費用は協会が負
担します。

支援の内容
個別面接、心の健康セミナー（一般職員向け・管理監督
者向け）、メンタルヘルスマネジメントに関する助言

お問い合わせは企画課まで

職場環境改善のための専門家派遣のご案内
　当協会では、専門家を地方公共団体へ派遣する「職場環境改善アドバイザー派遣事業」「作業環境測定士派遣事業」「公務災害防止
対策アドバイザー派遣事業」を実施しています。地方公共団体の事業場であれば、業種は問いません。いずれの事業も、原則として地方
公共団体の費用負担はありません。各事業、併用してご利用いただけます。

●安全・衛生管理士等の安全衛生管理に
関する専門家が、設備や作業方法等職
場環境を診断（職場巡視）、改善策等ア
ドバイス
●併せて研修（５０人未満）も実施可能

●公務災害が発生した事業場等に専門
家を派遣し、災害発生の現場や状況を
確認した上で、公務災害防止対策をア
ドバイス
●派遣する専門家、実施形式（講義、グ
ループワーク等）は、地方公共団体の
ご要望を踏まえて決定

●「情報機器作業」、「化学物質の空気中
濃度」、「気温・湿度」、「騒音」等を作業
環境測定士が測定し、結果を報告（法
定の測定とはなりません。）

●併せて研修も実施可能

職場環境改善
アドバイザー派遣 作業環境測定士派遣 公務災害防止対策

アドバイザー派遣

 お問い合わせは調査研究課まで

各事業の詳細は、当協会ホームページをご覧下さい。
https://www.jalsha.or.jp/

事例集のご案内

地方公共団体における効果的な
安全衛生管理体制構築へ向けて
中核市・一般市・民間企業
各1事例　令和４年度発行

地方公共団体における効果的な
安全衛生管理体制構築へ向けて
2023
町２事例・民間企業１事例
令和5年度発行

公立学校における
労働安全衛生管理体制の事例集
県市教育委員会３事例・学校２事例
令和４年度発行

公立学校における
労働安全衛生管理体制の事例集
2023
町教育委員会１事例・学校２事例・
提言2件
令和５年度発行

地方公共団体 教育現場（公立学校職場）


